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○個人情報の保護に関する法律に基づく立入検査等の権限に関する事務取扱要綱の

制定について 

平成30年８月28日 

／例規第22号／神総発第173号／ 

この度、別添のとおり個人情報の保護に関する法律に基づく立入検査等の権限に関する事

務取扱要綱を制定し、平成30年９月１日から施行することとしたので、運用上誤りのないよ

うにされたい。 

おって、個人情報の保護に関する法律第32条から第34条までに規定する主務大臣の権限行

使に関する事務処理要綱の制定について（平成19年８月28日例規第29号、神総発第613号）

は、廃止する。 

１ 趣旨 

この要綱は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第170条及び個人情

報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号）第40条第１項の規定により神奈川

県公安委員会が行う個人情報取扱事業者についての報告の徴収及び立入検査に関する事

務の取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

２ 定義 

この要綱における用語の意義は、個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）、

個人情報の保護に関する法律施行令及び個人情報の保護に関する法律施行規則（平成28

年個人情報保護委員会規則第３号）に定めるもののほか、次に定めるところによる。 

(1) 委任事業者 

別表の１の表に掲げる事業者をいう。 

(2) 所管事業者 

別表の２の表に掲げる事業者をいう。 

(3) 委任事業担当課長 

委任事業者の事業の所管に係る事務を担当する警務部警務課及び刑事部組織犯罪対

策本部組織犯罪対策総務課の長をいう。 

(4) 所管事業担当課長 

所管事業者の事業の所管に係る事務を担当する警察本部の所属の長をいう。 

(5) 警察庁委任事業担当課長 

委任事業者の事業分野を所管する警察庁の内部部局の課の長をいう。 

(6) 警察庁所管事業担当課長 

所管事業者の事業分野を所管する警察庁の内部部局の課の長をいう。 

(7) 検査等 

法第146条第１項の規定により、個人情報取扱事業者に対し、個人情報又は個人関連

情報（以下「個人情報等」という。）の取扱いに関し、必要な報告又は資料の提出を求

めること（以下「報告等の求め」という。）及び当該個人情報取扱事業者の事務所その

他必要な場所に立ち入り、個人情報等の取扱いに関し質問し、又は帳簿書類その他の物

件を検査すること（以下「立入検査」という。）をいう。 

３ 違反認知時の報告及び通知 

(1) 所属長への報告 

警察職員は、別表に掲げる事業者が、法に規定する義務に違反していると認めるとき

は、次に掲げる事項を所属長に報告するものとする。 

ア 事業者の名称、所在地等当該事業者を特定する事項 

イ 個人情報等の取扱状況 

ウ その他参考となる事項 

(2) 委任事業担当課長等への通知 

(1)の規定により報告を受けた所属長は、当該報告に係る事項を、当該事業者の事業

の所管に係る事務を担当する委任事業担当課長又は所管事業担当課長に通知するもの

とする。 
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４ 調査 

委任事業担当課長は、３(2)の通知により、検査等を行う必要があると認めるときは、

事実関係について、個人情報等の不適正な取扱いに関する調査書（第１号様式）により調

査するものとする。 

５ 検査等の実施要領 

(1) 上申 

委任事業担当課長は、委任事業者に対し検査等を実施しようとするときは、あらかじ

め総務部総務課長（以下「総務課長」という。）と協議の上、神奈川県公安委員会行政

処分取扱規程（昭和54年神奈川県公安委員会訓令第１号）第９条第１号に規定する報告

徴収書（以下「報告徴収書」という。）又は立入検査通知書（以下「立入検査通知書」

という。）を作成し、公安委員会に上申するものとする。 

(2) 報告等の求め 

委任事業担当課長は、公安委員会が(1)の上申に基づき、報告等の求めの実施を決定

したときは、委任事業者に報告徴収書を交付するものとする。この場合において、委任

事業担当課長は、当該事業者から受領書（第２号様式）を徴するものとする。 

(3) 立入検査 

委任事業担当課長は、公安委員会が(1)の上申に基づき、立入検査の実施を決定した

ときは、委任事業者に立入検査通知書を交付するものとする。この場合において、委任

事業担当課長は、当該事業者から受領書を徴するものとする。 

(4) 公安委員会への報告 

委任事業担当課長は、検査等を実施したときは、その結果を速やかに報告徴収・立入

検査実施報告書（第３号様式）により公安委員会に報告するものとする。この場合にお

いて、委任事業担当課長は、同報告書の写しを総務課長に送付するものとする。 

(5) 個人情報保護委員会への報告 

ア 検査等を実施した場合における公安委員会が行う個人情報保護委員会への報告に

関する事務は、委任事業担当課長が行うものとする。 

イ 委任事業担当課長は、検査等を実施したときは、その結果を１か月ごとに（個人情

報取扱事業者の義務に違反する行為があると認めたときは、直ちに）報告徴収・立入

検査実施報告書（第４号様式）により、警察庁委任事業担当課長を通じて個人情報保

護委員会に報告するものとする。 

(6) 実施時の留意事項 

ア 立入検査を実施する際は、警察手帳又は神奈川県警察一般職員身分証明書取扱規程

（昭和38年神奈川県警察本部訓令第19号）第２条第２項に規定する一般職員の身分証

明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示すること。 

イ 検査等の権限の行使に当たっては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治

活動の自由を妨げることのないようにすること。 

ウ 法第57条第１項各号に掲げる者が当該各号に定める目的で個人情報等を取り扱う

場合に、当該者に対して個人情報取扱事業者等が個人情報等を提供する行為について

は、検査等の権限を行使しないこと。 

エ 立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

６ 適切な措置の求め 

所管事業担当課長は、個人情報保護委員会が法第146条第１項、第147条又は第148条各

項に規定する権限を行使する必要があると認めたときは、警察庁所管事業担当課長を通じ

て、警察庁長官官房総務課長にその旨の報告を行うものとする。この場合において、所管

事業担当課長は、総務課長に当該報告を行った旨を連絡するものとする。 

７ 漏えい等事案認知時の措置 

(1) 委任事業担当課長は、委任事業者から次に掲げる事案（以下「個人データの漏えい

等事案」という。）が発生したとの報告を受けたときは、警察庁委任事業担当課長を通

じて警察庁長官官房総務課長に報告するものとする。 
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ア 委任事業者が保有する個人データ（特定個人情報に係るものを除く。）の漏えい、

滅失又は毀損 

イ 委任事業者が保有する加工方法等情報（特定個人情報に係るものを除く。）の漏え

い 

(2) 所管事業担当課長は、所管事業者から個人データの漏えい等事案が発生したとの報

告を受けたときは、個人情報保護委員会へ報告するよう教示するものとする。 

附 則 

附 則（令和元年６月17日／例規第16号／神総発第114号／） 

附 則（令和４年３月14日／例規第13号／神生総発第50号／） 

附 則（令和５年３月22日／例規第16号／神総発第58号／） 

附 則（令和８年３月30日／例規第18号／神務発第544号／） 

別表（２関係） 

委任事業者及び所管事業者一覧表 

１ 委任事業者 

番号 法令 事業者 委任事業担当

課 

警察庁委任事

業担当課 

1 犯罪被害者等給付金の支給等による

犯罪被害者等の支援に関する法律

（昭和55年法律第36号） 

神奈川被害者支援

センター 

警務課 給与厚生課 

2 暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成3年法律第77号） 

神奈川県暴力追放

運動推進センター 

組織犯罪対策

総務課 

暴力団対策課 

２ 所管事業者 

番号 法令 事業者 所管事業担当

課 

警察庁所管事

業担当課 

1 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（昭和23年法律第122

号） 

風俗営業者 生活安全総務

課 

保安課 

2 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

店舗型性風俗特殊

営業を営む者 

生活安全総務

課 

保安課 

3 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

無店舗型性風俗特

殊営業を営む者 

生活安全総務

課 

保安課 

4 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

映像送信型性風俗

特殊営業を営む者 

生活安全総務

課 

保安課 

5 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

店舗型電話異性紹

介営業を営む者 

生活安全総務

課 

保安課 

6 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

無店舗型電話異性

紹介営業を営む者 

生活安全総務

課 

保安課 

7 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

特定遊興飲食店営

業者 

生活安全総務

課 

保安課 

8 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

飲食店営業者 生活安全総務

課 

保安課 

9 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

興行場営業を営む

者 

生活安全総務

課 

保安課 

10 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

特定性風俗物品販

売等営業を営む者 

生活安全総務

課 

保安課 

11 風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律 

接客業務受託営業

を営む者 

生活安全総務

課 

保安課 

12 風俗営業等の規制及び業務の適正化都道府県風俗環境生活安全総務保安課 
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等に関する法律 浄化協会 課 

13 古物営業法（昭和24年法律第108号） 古物商 生活安全総務

課 

生活安全企画

課 

14 古物営業法 古物市場主 生活安全総務

課 

生活安全企画

課 

15 古物営業法 古物競りあっせん

業者 

生活安全総務

課 

情報技術犯罪

対策課 

16 質屋営業法（昭和25年法律第158号） 質屋 生活安全総務

課 

生活安全企画

課 

17 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年

法律第6号） 

指定射撃場の設置

者及び管理者 

生活安全総務

課 

保安課 

18 銃砲刀剣類所持等取締法 教習射撃場の設置

者及び管理者 

生活安全総務

課 

保安課 

19 銃砲刀剣類所持等取締法 練習射撃場の設置

者及び管理者 

生活安全総務

課 

保安課 

20 銃砲刀剣類所持等取締法 猟銃等保管業者 生活安全総務

課 

保安課 

21 銃砲刀剣類所持等取締法 クロスボウ保管業

者 

生活安全総務

課 

保安課 

22 道路交通法（昭和35年法律第105号） 車両移動保管関係

事務の委託を受け

た法人 

交通指導課 交通指導課 

23 道路交通法 届出自動車教習所 運転免許課 運転免許課 

24 道路交通法 指定自動車教習所 運転免許課 運転免許課 

25 道路交通法 指定講習機関 運転教育課 運転免許課 

26 道路交通法 神奈川県交通安全

活動推進センター 

交通総務課 交通企画課 

27 道路交通法 認定運転免許取得

者教育を行う者 

運転免許課 運転免許課 

28 警備業法（昭和47年法律第117号） 警備業者 生活安全総務

課 

生活安全企画

課 

29 自転車の安全利用の促進及び自転車

等の駐車対策の総合的推進に関する

法律（昭和55年法律第87号） 

自転車の防犯登録

業者 

生活安全総務

課 

生活安全企画

課 

30 自動車運転代行業の業務の適正化に

関する法律（平成13年法律第57号） 

自動車運転代行業

者 

交通総務課 交通企画課 

31 探偵業の業務の適正化に関する法律

（平成18年法律第60号） 

探偵業者 生活安全総務

課 

生活安全企画

課 

32 インターネット異性紹介事業を利用

して児童を誘引する行為の規制等に

関する法律（平成15年法律第83号） 

インターネット異

性紹介事業者 

生活安全総務

課 

情報技術犯罪

対策課 

33 盗難特定金属製物品の処分の防止等

に関する法律（令和7年法律第75号） 

特定金属くず買受

業を営む者 

生活安全総務

課 

生活安全企画

課 
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様式省略 


